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Ⅲ 事業所数及び従業者数の状況  （事業所に関する集計） 

１．産業大分類別事業所数及び従業者数 

（１）事業所数 

産業大分類別に事業所数をみると、「卸売業、小売業」が88万4151事業所（全産業の23.7％）

と最も多く、次いで「医療、福祉」が41万4580事業所（同11.1％）、「建設業」が35万7652事業

所（同9.6％）などとなっており、上位３産業で全産業の44.4％を占めている。 

（表Ⅰ－２、図Ⅲ－１） 

（２）従業者数 

従業者数をみると、「卸売業、小売業」が1046万8777人（全産業の19.1％）と最も多く、次い

で「医療、福祉」が831万1416人（同15.2％）、「製造業」が822万539人（同15.0％）などとなっ

ており、上位３産業で全産業の49.4％を占めている。 

（表Ⅰ－２、図Ⅲ－１） 

（３）１事業所当たり従業者数 

１事業所当たり従業者数をみると、「製造業」が27.9人と最も多く、次いで「運輸業、郵便業」

が26.6人、「情報通信業」が25.6人などとなっている。一方、１事業所当たり従業者数が最も少

ないのは「不動産業、物品賃貸業」で5.3人、次いで「生活関連サービス業、娯楽業」が8.9人、

「建設業」が9.0人などとなっている。 

（表Ⅰ－２） 

 

図Ⅲ－１ 産業大分類別事業所数及び従業者数の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「その他の産業」は、日本標準産業分類（第14回改定）における大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」、「学術研究、専門・技術サー

ビス業」、「教育、学習支援業」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」の計である。 

注２：「事業所数の構成比」及び「従業者数の構成比」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 
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２．産業大分類別従業者数及び常用雇用者数 

産業大分類別に従業者数に占める「常用雇用者」の割合（以下「常用雇用者比率」という。）をみ

ると、「複合サービス事業」が96.8％と最も高く、次いで「金融業、保険業」が95.4％、「製造業」

が93.9％などとなっている。 

（表Ⅲ－１、図Ⅲ－２） 

 

表Ⅲ－１ 産業大分類別従業者数及び常用雇用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１：「従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 

注２：「常用雇用者」は、事業所に常時雇用されている人をいい、期間を定めずに雇用されている人 

又は１か月以上の期間を定めて雇用されている人が含まれる。 

従業者数
（2024年）

常用雇用者
比率

（2024年）

（人）
うち

常用雇用者 （％）

合計 54,676,396 47,154,069 86.2

　農林漁業（個人経営を除く） 405,215 285,620 70.5

　鉱業、採石業、砂利採取業 15,915 14,224 89.4

　建設業 3,232,604 2,821,512 87.3

　製造業 8,220,539 7,718,698 93.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 225,548 211,132 93.6

　情報通信業 2,118,330 1,983,900 93.7

　運輸業、郵便業 3,037,352 2,785,316 91.7

　卸売業、小売業 10,468,777 8,954,907 85.5

　金融業、保険業 1,438,220 1,371,720 95.4

　不動産業、物品賃貸業 1,427,253 1,131,125 79.3

　学術研究、専門・技術サービス業 2,158,346 1,873,595 86.8

　宿泊業、飲食サービス業 4,220,352 3,278,542 77.7

　生活関連サービス業、娯楽業 1,813,274 1,458,550 80.4

　教育、学習支援業 1,871,984 1,554,893 83.1

　医療、福祉 8,311,416 6,857,184 82.5

　複合サービス事業 389,042 376,478 96.8

　サービス業（他に分類されないもの） 5,322,229 4,476,673 84.1

産業大分類
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図Ⅲ－２ 産業大分類別常用雇用者比率 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注１：「常用雇用者比率」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 

注２：「その他」には臨時雇用者（１か月未満の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人）のほか、 

個人業主、有給役員、家族従業者が含まれる。 
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３．従業者規模別事業所数及び従業者数 

（１）事業所数 

従業者規模別に事業所数をみると、「１～４人」が171万9771事業所（事業所全体の46.1％）

と最も多く、次いで「５～９人」が81万6951事業所（同21.9％）、「10～19人」が57万7512事業

所（同15.5％）などとなっている。 

（表Ⅲ－２） 

（２）従業者数 

従業者規模別に従業者数をみると、「300人以上」の事業所に属する従業者数が978万4493人

（従業者全体の17.9％）と最も多く、次いで「10～19人」が779万8894人（同14.3％）、「50～99

人」が724万190人（同13.2％）などとなっている。 

（表Ⅲ－２） 

表Ⅲ－２ 従業者規模別事業所数及び従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

注１：総数には従業者０人の事業所を含む。 

注２：「事業所数」及び「従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 

  

事業所数 従業者数
（2024年） 総数に

占める割
合

（2024年） 総数に
占める割

合

（％） （人） （％）

総数 3,726,874 100.0 54,676,396 100.0

　　  1～  4人 1,719,771 46.1 3,971,957 7.3

　　  5～  9 816,951 21.9 5,391,785 9.9

　　 10～ 19 577,512 15.5 7,798,894 14.3

　　 20～ 29 228,445 6.1 5,425,136 9.9

　　 30～ 49 171,153 4.6 6,426,306 11.8

　　 50～ 99 105,606 2.8 7,240,190 13.2

　　100～199 42,998 1.2 5,832,277 10.7

　　200～299 11,631 0.3 2,805,358 5.1

　　300人以上 14,120 0.4 9,784,493 17.9

従業者規模
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４．都道府県別の状況 

都道府県別に事業所総数をみると、東京都が77万7797事業所と最も多く、次いで大阪府が41万

7995事業所、神奈川県が30万9104事業所などとなっている。 

従業者数をみると、東京都が952万3270人と最も多く、次いで大阪府が437万7096人、愛知県が364

万9670人などとなっている。 

１事業所当たり従業者数をみると、東京都が18.5人と最も多く、次いで愛知県が16.3人、神奈川

県及び茨城県が15.6人などとなっている。 

（表Ⅲ－３、図Ⅲ－３、図Ⅲ－４、図Ⅲ－５） 

表Ⅲ－３ 都道府県別事業所総数及び従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「従業者数」及び「１事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。 

注２：「事業所総数」は事業内容等不詳の事業所を含んでいる。このため、「１事業所当たり従業者数」は 

表Ⅲ－３の「従業者数」を「事業所総数」で除した数値に必ずしも一致しない。  

事業所総数 従業者数
（2024年） （2024年）

（％） （人） （％） （人）

全 国 5,062,179 100.0 54,676,396 100.0 14.7
北 海 道 205,405 4.1 2,012,132 3.7 12.8
青 森 県 44,303 0.9 439,992 0.8 12.1
岩 手 県 44,103 0.9 462,056 0.8 12.5
宮 城 県 88,983 1.8 977,857 1.8 13.8
秋 田 県 35,384 0.7 355,907 0.7 12.2
山 形 県 40,732 0.8 412,151 0.8 12.2
福 島 県 71,275 1.4 717,724 1.3 12.8
茨 城 県 98,941 2.0 1,150,393 2.1 15.6
栃 木 県 71,313 1.4 809,681 1.5 14.8
群 馬 県 75,614 1.5 832,049 1.5 14.4
埼 玉 県 236,055 4.7 2,484,191 4.5 14.5
千 葉 県 192,988 3.8 2,107,626 3.9 15.1
東 京 都 777,797 15.4 9,523,270 17.4 18.5
神奈川県 309,104 6.1 3,416,829 6.2 15.6
新 潟 県 84,689 1.7 905,566 1.7 12.8
富 山 県 41,907 0.8 465,976 0.9 13.7
石 川 県 49,280 1.0 490,889 0.9 13.0
福 井 県 33,538 0.7 338,973 0.6 12.7
山 梨 県 34,232 0.7 328,233 0.6 12.6
長 野 県 83,097 1.6 851,365 1.6 12.7
岐 阜 県 78,745 1.6 816,105 1.5 13.2
静 岡 県 142,158 2.8 1,603,971 2.9 14.3
愛 知 県 298,186 5.9 3,649,670 6.7 16.3
三 重 県 65,113 1.3 736,892 1.3 14.6
滋 賀 県 49,825 1.0 589,638 1.1 15.2
京 都 府 109,245 2.2 1,075,730 2.0 14.1
大 阪 府 417,995 8.3 4,377,096 8.0 15.5
兵 庫 県 197,989 3.9 2,048,574 3.7 14.6
奈 良 県 43,017 0.8 398,263 0.7 12.9
和歌山県 36,539 0.7 323,868 0.6 11.8
鳥 取 県 20,918 0.4 203,905 0.4 11.9
島 根 県 27,612 0.5 265,809 0.5 11.6
岡 山 県 74,435 1.5 770,242 1.4 13.4
広 島 県 114,244 2.3 1,207,407 2.2 13.5
山 口 県 49,304 1.0 520,830 1.0 13.0
徳 島 県 29,223 0.6 264,708 0.5 12.1
香 川 県 40,533 0.8 394,743 0.7 12.5
愛 媛 県 51,711 1.0 505,763 0.9 12.5
高 知 県 26,406 0.5 237,732 0.4 11.5
福 岡 県 212,983 4.2 2,193,166 4.0 14.0
佐 賀 県 30,990 0.6 327,189 0.6 13.3
長 崎 県 48,669 1.0 468,161 0.9 12.2
熊 本 県 68,078 1.3 655,853 1.2 12.7
大 分 県 45,534 0.9 436,280 0.8 12.5
宮 崎 県 41,222 0.8 394,853 0.7 12.3
鹿児島県 61,774 1.2 592,500 1.1 12.3
沖 縄 県 60,991 1.2 534,588 1.0 13.7

都道府県
１事業所
当たり
従業者数

全国に
占める
割合

全国に
占める
割合



11 

図Ⅲ－３ 都道府県別事業所総数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－４ 都道府県別従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－５ 都道府県別１事業所当たり従業者数 
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注：図は、表章単位未満を含んだ数値から作成している。 




















